
郵便番号

住　　所

氏　　名

印

3,992 ｋｌ

台
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メールアドレス

　　　（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

※
受
付
欄

※
特
記
事
項

 ※事業者番号

連 絡 先

担当部署
担 当 部 署 名

所 在 地

電話番号

ＦＡＸ番号

主 た る 事 業
の 内 容

労働者の健康福祉事業(一般病院等）

事 業 者 の 規 模

原油換算エネルギー使用量

自動車の台数

エネルギー起源の二酸化炭素
以外の温室効果ガスの排出の量

主 た る 事 業
の 業 種

大分類 Ｐ 医療、福祉 

中分類 83 医療業

該 当 す る 事 業 者
の 要 件

規則第４条第１号該当事業者

規則第４条第２号該当事業者

規則第４条第３号該当事業者

規則第４条第４号該当事業者

上記以外の事業者（任意提出事業者）

主 た る 事 務 所
又は事業所の所在地

川崎市中原区木月住吉町1番1号

独立行政法人労働者健康安全機構

（あて先）川崎市長

211-0021

神奈川県川崎市中原区木月住吉町1番1号

独立行政法人労働者健康安全機構

　川崎市地球温暖化対策の推進等に関する条例第１１条第１項の規定により、次のとおり提出します。

事 業 者 の 氏 名
又 は 名 称

理事長　大西　洋英

第３号様式

（第１面）

事業活動地球温暖化対策結果報告書



（第２面） （第２面）

計 画 期 間 及 び 報 告 年 度 2022 年度　～ 2024 年度 （報告年度 2023  年度分）

温室効果ガスの排出の量の
削減目標の達成状況及び温
室効果ガスの排出の量

温室効果ガスの排出の量の
削減目標を達成するための
措置の実施状況

他の者の温室効果ガスの排
出の抑制等に寄与する措置
の実施状況

その他地球温暖化対策の推
進への貢献に係る事項

備　　　考

備考 １　欄内にすべてを記載できない場合は、別紙により提出してください。
　 　２　□のある欄は、該当する□内にレ印を記載してください。
　　 ３　報告書には、事業活動地球温暖化対策指針に定める資料を添付してください。
　　 ４　※印の欄は記入しないでください。
　　 ５　氏名（法人にあっては、その代表者)を記載し、押印することに代えて、本人（法人にあって
        は、その代表者）が署名することができます。

当機構の地球温暖化対策の取組みについては、ホームページ
にて公表しています。
http://www.johas.go.jp/jyoho/tabid/536/Default.aspx

別添　指針様式第２号のとおり

別添　指針様式第２号のとおり

別添　指針様式第２号のとおり

別添　指針様式第２号のとおり



指針様式第２号　　　　　　　　　（第１－１面）

事業活動地球温暖化対策結果報告 事業活動地球温暖化対策結果報告

１　温室効果ガスの排出の量の削減目標の達成状況（第１、２、４号該当者等）

 (１) 計画期間における温室効果ガスの排出の量等の状況

　 ア　温室効果ガスの排出の量

（ 2021 年度） （ 2022 年度） （ 2023 年度） （ 年度）

（実） 7,472 （実） 7,445 （実） 7,444 （実） （実） 7,248
（調） 7,567 （調） 7,499 （調） 7,808 （調） （調） 7,340

（実） 0.4 ％ （実） 0.4 ％ （実） ％ （実） 3.0 ％
（調） 0.9 ％ （調） -3.2 ％ （調） ％ （調） 3.0 ％

　 イ　温室効果ガスの排出の量に係る原単位等の値（任意記載）

（ 2021 年度） （ 2022 年度） （ 2023 年度） （ 年度）

％ ％ ％ ％

　 ウ　計画期間の温室効果ガスの排出の量の状況等についての説明

第１年度

第２年度

第３年度

 (２) 温室効果ガスの排出の量の状況（全社目標）（任意記載）

第１年度

t-CO2/㎡

0.096100.09871

第３年度第２年度

0.09872

0.4
排出量原単位
等 の 削 減 率

上記評価を踏まえた改善対策など
（第３年度の報告時に記載）

計画期間における排出量増減等の評価
（第３年度の報告時に記載）

0.4 3.0

削 減 率

排 出 量
（ｔ-CO2）

第１年度基準年度

○関東労災病院本館の照明のLED化(計60灯)による温室効果ガス排出抑制の効果で、温室効果
ガスの排出量の原単位は基準年度より削減した。また熱源設備の運用改善により、温室効果ガ
スの排出量を削減した。

○関東労災病院本館、外来棟において継続的な照明のLED化により温室効果ガスの削減を図っ
ているが、夏季の気温変動によって空調負荷が増加し、熱源・空調機器の使用エネルギーが増
加したことで基準年度と比べ実排出量は概ね同等となっている。また、調整後排出量について
は基準年度と比べ調整後排出係数が上昇したことにより増加傾向となっている。

基準年度

活 動 量 の 値

目 標 排 出 量
第２年度 第３年度

原 単 位 等 の 活 動 量 原単位等の単位

排出量原単位
等 の 値

0.09908

建物延床面積

目標とした値

-75,40975,409 75,409



指針様式第２号　　　　　　　　　　（第２面）

３　温室効果ガスの排出の量の削減目標を達成するための措置の実施状況

 (１) 措置の実施状況

（各年度において、計画に記載がない装置を実施した場合は、実施した内容の最後に（追加実施）と記載してください。）

計　画

第１年度

第２年度

第３年度

①省エネルギーを推進するため、省エネ推進体制の整備に努める。
②温室効果ガス排出抑制のため、実行計画の取り組みや進捗状況について調査を
実施する。
③主要設備等の保全管理として、施設の利用実態に合わせて、エネルギー管理標
準の定期的な見直しを行い、設備管理の徹底ならびに運用改善の推進に努める。
④具体的には、健康管理センターの受変電設備容量と使用頻度を勘案しながら熱
源選択（GHPまたはEHP）を行う。また、関東労災病院全体で、高効率な照明器具
の導入を継続的に推進し、熱源設備や空調設備の過去の実績を確認しながら最適
な熱効率、設定温度を目指し、チューニングを進める。

①院内報を用いて職員へ省エネルギーに対する意識を向上させた。
②ＰＤＣＡサイクルに従って継続的に取り組み、管理用マニュアルを再度見直し
データの計測、記録の適切な運用を行った。
③設備管理の徹底、運用改善の促進を行った。
④関東労災病院本館、外来棟など施設内照明のLED化(計60灯)による温室効果ガ
ス排出抑制の効果で、温室効果ガスの排出量を削減した。また、熱源の制御設定
変更等により温室効果ガスの排出量を削減した。

①デジタルサイネージを用いて職員へ省エネルギーに対する意識を向上させた。
②ＰＤＣＡサイクルに従って継続的に取り組み、管理用マニュアルを再度見直し
データの計測、記録の適切な運用を行った。
③設備管理の徹底、運用改善の促進を行った。
④関東労災病院本館、外来棟など施設内照明のLED化(計274灯)による温室効果ガ
ス排出抑制の効果で、温室効果ガスの排出量を削減した。

計画期間における取組の評価
（第３年度の報告時に記載）



指針様式第２号　　　　　　　　　　（第３面）

 (２) 再生可能エネルギー源等の利用等

　 ア　前年度における再生可能エネルギー源等の利用に係る検討状況

（追加検討を実施した場合は「〇」、追加の検討を実施していない場合は「×」を記載してくだ

さい。また、追加検討を実施した場合はその結果を記載してください。）

追加検討
の 有 無

×

×

×

×

その他（ ）

その他（ ）

　 イ　再生可能エネルギー源等を利用した設備の導入状況・計画及び再生可能エネルギー源等の

価値の保有状況・計画

 (３) 前年度に実施したエネルギーの効率的な利用を図るための設備等の導入状況
（追加導入がある場合は「〇」、追加導入がない場合は「×」を記載してください。）

追加導入の有
無

追加導入の有無

× ×

× その他（ ）

× その他（ ）

設備等の種類

エネルギー管理システム
（FEMS、BEMS等）

再生可能エネルギー源
等 の 種 類

太 陽 光

風 力

バ イ オ マ ス

未 利 用 エ ネ ル ギ ー

種類 導入(保有)年度

検　討　結　果

概要(規模、場所など)

設備等の種類

電気自動車等への充電設備

電気自動車等から建物等への給電
設備

EV、PHV、FCV



指針様式第２号　　　　　　　　　　（第４面）

４　他の者の温室効果ガスの排出の抑制等に寄与する措置の実施状況

（各年度において、計画に記載がない措置を実施した場合、実施した内容の最後に（追加実施）と記載してください。）

計　画

なし

第１年度

なし

第２年度

なし

第３年度

５　その他、地球温暖化対策の推進への貢献の実施状況

（各年度において、計画に記載がない措置を実施した場合、実施した内容の最後に（追加実施）と記載してください。）

計　画

1．グリーン購入の推進を行う。
2．廃棄物の減量化・分別化の推進を図る。

第１年度

1. 事務用品等に対してグリーン購入の推進を図った。
2. 廃棄物の分別化を図った。
3. 職員のクールビズ実施期間の延長を図った。

第２年度

1. 事務用品等に対してグリーン購入の推進を図った。
2. 廃棄物の分別化を図った。
3. 職員のクールビズ実施期間の延長を図った。

第３年度



指針様式第２号　　　　　　　　　　（第５面）

６　基準年度からのエネルギー起源CO2の排出の量等の推移（１、２号該当者等）

 (１) 事業者単位

7,472 t-CO2 7,445 t-CO2 7,444 t-CO2 t-CO2

3,959 KL 3,978 KL 3,992 KL KL

 (２) 事業所等単位

 　ア　基準年における年間の原油換算エネルギー使用量が 1,500kl 以上の事業所

関東労災病院

　 イ　基準年における年間の原油換算エネルギー使用量が 500kl 以上 1,500kl 未満の事業所

労働安全衛生総合研究所

第２年度 第３年度

5,764

第２年度 第３年度

川崎市中原区木月住吉町1番1号

第３年度

原油換算エネルギー
使用量

事業所の数 5 5 5

基準年度 第１年度 第２年度

エネルギー起源
CO2排出量

1,375 1,460 1,426

事業所の名称 事業所の所在地

事業所の名称 事業所の所在地

5,728

第１年度

川崎市多摩区長尾6-21-1

エネルギー起源CO2の排出量（t-CO2）

エネルギー起源CO2の排出量（t-CO2）

基準年度

基準年度 第１年度

5,863


